様式第１号（第４条関係）
　　年　　月　　日
港湾協力団体指定申請書
（申請先）
○○港港湾管理者　岡山県

受任者　岡山県○○県民局長 様
（申請者）
　　 　　　　住所

事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　港湾協力団体の指定を受けたいので、港湾法第41条の２第１項の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。
添付書類
１　法人等の規約その他これに準ずるもの及び会員名簿その他の法人等の構成員の数が記載されているもの。
２　活動実績報告書（様式第２号）
３　活動実施計画書（様式第３号）
４　法人等の岡山県税の納税証明書（県徴収金等の滞納がないことを証する書類）（課税対象の法人等である場合に限る。）
５　誓約書（港湾協力団体の指定に関する要綱第３条第３号、第４号、第６号及び第７号の要件を満たすことを証する書類）（様式第４号）
６　その他港湾管理者が必要と認める書類
様式第２号（第４条関係）
活動実績報告書

１　提出日
·     　　年　　月　　日

２　法人等名

　　・法人等名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・代表者名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　活動実績期間
· 　　　　年　　　月　　　日　～　  　　　　年　　　月　　　日（※提出日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　活動を行った港湾の区域
　　・対象港湾　○○港

　　・対象地域　○○地区
　　・対象地名　○○市○○町○○　（大字まで）

　　　※活動を行う主な港湾施設があれば記入　　　○○緑地等　　　　　　　　
５　活動対象業務

※以下の項目のうち、対象とする業務に○を付けてください。（複数選択可）

(1)　港湾施設に関すること。
ア　港湾管理者に協力して行う港湾施設の整備

イ　港湾管理者に協力して行う港湾施設の管理

(2)　港湾の開発、利用、保全及び管理に関する情報又は資料の収集及び提供

(3)　港湾の開発、利用、保全及び管理に関する調査研究
(4)　港湾の開発、利用、保全及び管理に関する知識の普及及び啓発

(5)　前各号に掲げる業務に附帯する業務

６　活動実績等
(1) 活動方針　※文章により記載願います。
　　　　
　　　　

(2) 活動実績等
※実施した活動名、会議名、シンポジウム名、およその活動した人員数等を記載願います。
※著名人、自治体・団体の長などが参加されていれば記載ください。

※活動実績写真や位置図等を貼付けて頂いても構いません。
【公共性について】※公の活動であるか（自治体、港湾管理者等との協働、後援など）
　　　 【継続性について】※直近３年以上の活動実績があるか、毎年活動の実績（ただし、不定期
又は開催頻度の少ないイベントは除く。）があるか
       【協調性について】※地域住民、他の民間団体等と連携しているか
　　 
　　　
【貢献度について】※活動によって評価されたか（表彰、感謝状など）
　　 
様式第３号（第４条関係）
活動実施計画書

１　提出日
·     　　年　　月　　日

２　法人等名

　　・法人等名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・代表者名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　活動実施計画期間（最大１年間）

· 　　　年　　月　　日（※提出日）　～ 　　　年　　月　　日（※活動期限）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　活動を行った港湾の区域

　　・対象港湾　○○港

　　・対象地域　○○地区
　　・対象地名　○○市○○町○○　（大字まで）

　　　※活動を行う主な港湾施設があれば記入　　　○○埠頭等　　　　　　　　
５　活動対象業務

※以下の項目のうち、対象とする業務に○を付けてください。（複数選択可）

(1)　港湾施設に関すること。

ア　港湾管理者に協力して行う港湾施設の整備

イ　港湾管理者に協力して行う港湾施設の管理

(2)　港湾の開発、利用、保全及び管理に関する情報又は資料の収集及び提供

(3)　港湾の開発、利用、保全及び管理に関する調査研究
(4)　港湾の開発、利用、保全及び管理に関する知識の普及及び啓発

(5)　前各号に掲げる業務に附帯する業務

６　活動計画等

(1) 活動方針　※文章により記載願います。
　　　　

　　　　

(2)活動計画
※活動予定の別添資料があれば添付してください。
※水域等の占用を必要とする場合は、占用しようとする所在地・面積・長さ・幅、占用の
目的、工作物（種類、構造）、占用の期間が分かるもの及び位置図、平面図等を提出く
ださい。


　　　 【活動予定について】※　○年○月　○○活動　参加者○○名　場所○○等
　　　 

　
　　　 【協力予定団体について】※　○○市、○○株式会社等　協働、後援等
【活動計画の実効性】※活動実績を踏まえ、今後の活動を実行できるか
　　 【水域等の占用について】※必要時
(3)代表者及び担当者の連絡先
ア　代表者

	住　　所
	

	氏　　名
	

	電話番号
	

	e-mail
	


イ　担当者　※代表者と同じ場合は記入不要です。
	住　　所
	

	氏　　名
	

	電話番号
	

	e-mail
	


　　※協議等を行うために必要となります。

様式第４号（第４条関係）
　　　年　　月　　日

誓　　　約　　　書
○○港港湾管理者　岡山県

受任者　岡山県○○県民局長 様
　　
　　　 住所

事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　
港湾協力団体の指定の申請資格について、次の事項に該当していることを誓約します。

記
１　宗教活動又は政治活動を活動目的としていないこと。

２　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はそれらの利益となる活動を行う者でないこと。
３　公序良俗に反するなど著しく不誠実な行為を行っていないこと。
４　港湾協力団体の指定を受けた場合に、港湾協力団体としての活動以外では、港湾協力団体と称して活動を行わないこと。
様式第５号（第７条、第12条関係）
第    　　　号
　　年　　月　　日
港湾協力団体指定証
住所

事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　   様
○○港港湾管理者　岡山県

受任者　岡山県○○県民局長　㊞
港湾法第41条の２第１項の規定に基づき、次のとおり港湾協力団体として指定します。
　
記
１　法人等の名称
２　活動を行う港湾の区域
３　活動対象業務
４　指定番号
５　指定期間
　　　年　　月　　日（※指定日）　～ 　　　年　　月　　日（※活動期限）
様式第６号（第７条関係）
第　　　　　号
　　年　　月　　日

非　指　定　通　知　書
住所
事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　 様
○○港港湾管理者　岡山県

受任者　岡山県○○県民局長　㊞
　　年　　月　　日付けで申請のあった港湾協力団体の指定については、次の理由により指定しないこととする。

記
本件申請については、港湾協力団体の指定に関する要綱に基づき、審査を行った結果、審査基準を満たしていないため指定しないこととする。
１　指定をしない理由
　・
　・
　・

以上　
（行政不服審査法第82条による教示）

本件処分を受けた者は、本件処分に不服があるときは、岡山県知事に対し、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に行政不服審査法の規定による審査請求をすることができる。（なお、本件処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができない。）

（行政事件訴訟法第46条による教示）

　本件処分の取消しの訴えは、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、岡山県を被告として、提起しなければならない。

（なお、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、本件処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると本件処分の取消しの訴えを提起することができない。）

ただし、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して3月以内に審査請求をした場合には、本件処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に提起しなければならない。

（なお、当該裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、当該裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると本件処分の取消しの訴えを提起することができない。）

様式第７号（第８条関係）
　　　年　　月　　日

変　更　届　出　書
（届出先）
○○港港湾管理者　岡山県

受任者　岡山県○○県民局長 様
　　（届出者）

住所
事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
港湾法第４１条の２第３項の規定により、次のとおり届け出ます。
記

	指定番号
	　　　第　　　　　号

	指定期間
	　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	変更予定年月日
	年　　月　　日

	変更しようとする事項
	□港湾協力団体の名称
□住所
□事務所の所在地　　
※該当する□に、レ印を記入

	変更の内容

	変更前
	

	
	変更後
	

	変更の理由

	


様式第８号（第８条関係）
　　　年　　月　　日

変　更　等　報　告　書
（報告先）
○○港港湾管理者　岡山県

受任者　岡山県○○県民局長 様
　　（報告者）

住所
事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
港湾協力団体の指定に関する要綱第８条第２項（第４項）の規定により、次のとおり報告します。
記
	指定番号
	　　　第　　　　　号

	指定期間
	　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	変更等予定年月日
	年　　月　　日

	変更等しようとする事項
	□港湾協力団体の代表者の変更
□港湾協力団体の解散
□活動実施計画書の変更
※該当する□に、レ印を記入

	変更等の内容

	変更前
	

	
	変更後
	

	変更等の理由

	


※活動実施計画書の変更の場合は、それまでの活動実績報告書及び変更後の活動実施計画書も併せて提出すること。

様式第９号（第９条関係）
　　年　　月　　日

活　動　報　告　書
（報告先）
○○港港湾管理者　岡山県

受任者　岡山県○○県民局長 様
　（報告者）

住所
事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
港湾法第４１条の４第１項の規定に基づき、次のとおり報告します。
記
	指定番号
	　　　第　　　　　号

	指定期間
	　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	報告事項
	□活動内容の報告　　　　
□その他　　　
※該当する□に、レ印を記入

	報告内容
	


様式第10号（第10条関係）
　　年　　月　　日

指　　示　　書
住所
事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　 様
○○港港湾管理者　岡山県

受任者　岡山県○○県民局長　㊞
港湾法第４１条の５の規定に基づき、次のとおり指示します。
記
	指定番号
	　　　第　　　　　号

	指定期間
	　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	指示事項
	□助言
□指導　　　　
□その他　　　
※該当する□に、レ印を記入

	指示内容
	


様式第11号（第10条関係）
第　　　　　号
　　年　　月　　日

改　善　命　令　書
住所
事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　 様
○○港港湾管理者　岡山県

受任者　岡山県○○県民局長　㊞
○○年○○月○○日付けで指定を行った港湾協力団体としての貴団体の活動について、適正かつ確実に実施していると認められないことから、港湾法第４１条の４第２項の規定に基づき、次のとおり改善を命じます。なお、この命令に応じない場合、港湾協力団体の指定を取り消す場合もあることを、併せて通知します。
記
１　指定番号
２　指定期間

　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
３　活動を行う港湾の区域
４　活動対象業務
５　改善すべき活動内容
６　履行期限
（行政不服審査法第82条による教示）

本件処分を受けた者は、本件処分に不服があるときは、岡山県知事に対し、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して3月以内に行政不服審査法の規定による審査請求をすることができる。（なお、本件処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができない。）
（行政事件訴訟法第46条による教示）

　本件処分の取消しの訴えは、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、岡山県を被告として、提起しなければならない。

（なお、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、本件処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると本件処分の取消しの訴えを提起することができない。）

ただし、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して3月以内に審査請求をした場合には、本件処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に提起しなければならない。

（なお、当該裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、当該裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると本件処分の取消しの訴えを提起することができない。）

様式第12号（第11条関係）
　　年　　月　　日
港湾協力団体指定取消申請書
（申請先）
○○港港湾管理者　岡山県

受任者　岡山県○○県民局長 様
（申請者）
　　 　　　　住所

事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　港湾協力団体の指定を取り消して頂きたいので、次のとおり申請します。
記
１　指定番号
２　指定期間
　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
３　法人等の名称
４　活動を行う港湾の区域
５　活動対象業務
６　指定を取り消したい理由
様式第13号（第11条関係）
第　　　　　号
　　年　　月　　日

指　定　取　消　書
住所
事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名　　　　　　　　　 様
○○港港湾管理者　岡山県

受任者　岡山県○○県民局長　㊞
　　年　　月　　日付け、○○第○○号による港湾協力団体の指定について、次のとおり指定を取り消します。
記
１　指定番号
２　指定期間
　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
３　指定を取り消す法人等の名称
４　指定を取り消す、活動を行う港湾の区域
５　指定を取り消す活動対象業務

６　指定を取り消す理由
　・
　・
　・
以上　
（行政不服審査法第82条による教示）

本件処分を受けた者は、本件処分に不服があるときは、岡山県知事に対し、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して3月以内に行政不服審査法の規定による審査請求をすることができる。（なお、本件処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができない。）
（行政事件訴訟法第46条による教示）

　本件処分の取消しの訴えは、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、岡山県を被告として、提起しなければならない。

（なお、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、本件処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると本件処分の取消しの訴えを提起することができない。）

ただし、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に審査請求をした場合には、本件処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に提起しなければならない。

（なお、当該裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、当該裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると本件処分の取消しの訴えを提起することができない。）

